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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第27期

中間連結会計期間
第28期

中間連結会計期間
第27期

会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

自 2025年３月１日
至 2026年２月28日

売上高 （千円） 137,476 109,518 266,756

経常損失（△） （千円） △293,468 △178,222 △2,526,641

親会社株主に帰属する中間
（当期）純損失（△）

（千円） △300,277 △146,153 △2,546,331

中間包括利益又は包括利益 （千円） △283,232 △111,863 △2,672,483

純資産額 （千円） 67,466 2,975 △343,094

総資産額 （千円） 1,655,601 3,476,094 2,703,501

１株当たり中間（当期）純損失
(△)

（円） △6.54 △2.97 △54.07

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

（円） - - -

自己資本比率 （％） △3.3 △6.6 △22.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △171,379 △375,577 △704,735

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） △377,266 1,132,655 △3,989,674

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 1,581,524 846,686 4,746,919

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（千円） 1,175,754 1,799,379 192,468
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり中間（当

期）純損失であるため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、以下の事項

が追加されております。

なお、文中の将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 
（当社株式の上場廃止リスクについて）

　当社グループは、2026年２月期末において債務超過の状態となったことから、当社は、2026年２月末時点におい

て、株式会社東京証券取引所（以下、「東証」といいます。）が定めるスタンダード市場における上場維持基準のう

ち、「純資産」基準に適合していないことを確認しております。また、当社の改善期間は2027年２月末までとされて

おります。当社が次の基準日である2027年２月末日までに上場維持基準（純資産基準）への適合見込み（純資産額が

正となる見込み）に関する開示ができなかった場合には、東京証券取引所より監理銘柄（確認中）に指定されること

となります。

その後、2027年２月期に係る有価証券報告書に記載される連結財務諸表等を踏まえた東京証券取引所による適合判

定審査の結果、純資産基準への適合が確認されなかった場合には、整理銘柄に指定された後、2027年９月１日に当社

株式は上場廃止となります。

当社は、上場維持基準の重要性を十分に認識しており、収益改善、コスト管理および事業構造改善等の各施策を推

進することで、早期の基準適合を目指してまいります。

 
（継続企業の前提に関する重要事象等について）

当社グループは、前連結会計年度におきまして営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しま

した。また、当中間連結会計期間においても、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する中間純損失を計上してお

ります。これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。

 
当該状況の解消に向け、当社は以下の施策を実施しております。

　・既存収益基盤の維持およびコスト管理

　・キャッシュ・フロー創出が期待される新規事業の推進

　・資金調達手段の多様化および財務基盤の安定化

　・暗号資産の資本効率向上

 
今後、AIソリューション事業においては、その中核となるAIDC事業において、データセンター容量及び電力容量の

確保、GPU設備の調達、データセンター環境の整備並びに顧客獲得に向けた協議を引き続き進めてまいります。また、

GPUサーバー及び関連機器の再発注に向けた候補取引先との条件協議及び関係書類の事前確認を進めるとともに、潜在

顧客との契約条件等に関する協議を継続してまいります。

AIゲーム事業については、「GYEE 1.0」の既存収益の維持に努めるとともに、「GYEE 2.0」HTMLテスト版の検証を

進め、追加コンテンツ及びゲーム内課金機能の段階的な導入を検討してまいります。

企業向けAIソリューション事業については、AI Solution及びWeb3関連技術サービス事業における軽資産型プロダク

ト化の検討を進めてまいります。

ウェルネス事業については、比較的安定したキャッシュフロー源として、店舗運営効率の向上、人材育成及びサー

ビス提供能力の拡大に取り組むとともに、新規顧客の獲得及びサービスメニューの拡大を進めてまいります。

また、暗号資産運用事業については、直ちに売却可能なETHの全量売却を完了しており、売却資金をAIDC事業、借入

金の返済及び運転資金に活用するとともに、担保として差し入れている3,050ETH及び資金調達取引について適切に管

理してまいります。

さらに、資本政策及び財務基盤の強化については、第三者割当による新株式等の発行及び外部借入等を活用すると

ともに、今後も事業進捗、資金需要及び市場環境等を踏まえ、適切な資金調達手段を検討してまいります。

 
しかしながら、これらの施策の実現可能性は市場環境や資金調達状況等に依存するため、現時点においては継続企

業の前提に関する重要な不確実性が存在しております。

なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を中間連結
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財務諸表に反映しておりません。

 
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間においては、市場環境および事業環境の変化を踏まえ、既存事業の収益維持およびコスト

管理に取り組むとともに、AIDC事業を中心とする新規事業の具体化、財務基盤の強化ならびに資産効率の改善を

進めてまいりました。

　当社グループは、AIソリューション事業（AIDC事業、AIゲーム事業および企業向けAIソリューション事業）、

ウェルネス事業ならびに暗号資産投資事業を展開しております。各事業については、収益性、資金需要および資

本効率を踏まえ、外部パートナーとの協業や外部資金の活用を含め、段階的に事業を推進しております。

 
　この結果、当中間連結会計期間につきましては、売上高109百万円（前年同期比20.3％減）、営業損失354百万

円（前年同期は240百万円の営業損失）、経常損失178百万円（前年同期は293百万円の経常損失）、親会社株主

に帰属する中間純損失146百万円（前年同期は300百万円の親会社株主に帰属する中間純損失）となりました。

　セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

 
（AIソリューション事業）

　当社グループは、AIソリューション事業として、①AIインフラ、②AIゲーム、③企業向けAIソリューションの

3領域を中心に事業展開を行っております。

 
1）AIインフラ事業

　AIインフラ領域においては、AIDC事業の立ち上げに向け、データセンター容量および電力容量の確保、資金調

達、GPU設備の調達、データセンター環境の整備ならびに顧客獲得に向けた協議を進めております。

　当中間連結会計期間においては、AIDC事業の基盤構築の一環として、日本国内における第一期約3MW規模の

データセンター容量および電力容量の優先的な確保に向けた基本条件について合意し、保証金USD2,202,864の支

払いを完了いたしました。当中間連結会計期間においては、このうち2MWについてSOF（Service Order Form）を

締結し、NRC（初期構築費用）に係る作業を開始しております。残る1MWについては、テルストラ・ジャパン株式

会社との間で技術条件および商務条件に関する協議を継続しております。

　GPU設備については、当中間連結会計期間末日後の2026年9月7日付でGPUサーバーおよび関連機器の取得に係る

売買契約を締結し、同年9月10日に初回支払金USD8,300,000を支払いました。その後、具体的な供給数量および

納期等が確定していない状況を踏まえ、同年9月18日付で当該売買契約を合意解除し、同年9月24日に初回支払金

USD8,300,000の全額返還を確認しております。現在は、再発注に向け、候補取引先との条件協議および関係書類

の事前確認を進めておりますが、本半期報告書提出日現在、新たな購入注文書（PO）の発行には至っておらず、

具体的な発注時期および支払時期は確定しておりません。

　また、潜在顧客とは複数回の協議を実施し、顧客需要および契約条件の具体化を進めておりますが、本半期報

告書提出日現在、正式な利用契約の締結には至っておらず、LOIまたはMOUの締結時期および保証金の受領時期に

ついて書面による合意または確約も得られておりません。なお、当中間連結会計期間においてはサービス運営開

始には至っていないため、AIDC事業に係る営業収益の計上はありません。

 
2) AIゲーム事業

　当社グループは、2024年7月に配信権を取得したゲーム「GYEE 1.0」の運営を継続し、既存ユーザー向け施
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策、ゲーム内イベントの更新および運営効率化に取り組んでおります。当中間連結会計期間においては、ゲーム

サービス収益として売上高36百万円を計上しております。

　「GYEE 2.0」については、当中間連結会計期間末日後、本半期報告書提出日までに、既存の「GYEE 1.0」から

直接遷移してブラウザ上でプレイできるHTML版のテスト提供を開始しております。既存ユーザーの遷移状況およ

び継続率等を検証しており、テスト結果を踏まえ、追加コンテンツおよびゲーム内課金機能の段階的な導入を検

討してまいります。

 
3) 企業向けAIソリューション事業

　企業向けAIソリューション領域においては、潜在顧客とのコミュニケーションを通じ、顧客ニーズ、採算性お

よび案件化の可能性を継続的に検討しております。

　当中間連結会計期間においては営業収益の計上には至っておりません。今後は、市場動向、顧客ニーズおよび

採算性を慎重に検証しながら、企業向けAIソリューションに係る新規案件の獲得に向けた検討を継続してまいり

ます。

 
　以上のようにAIソリューション事業を展開しており、当中間連結会計期間において、売上高は36百万円（前年

同期比43.6％減）、売上構成比は33.0％（前年同期の売上構成比46.5％）となりました。セグメント損失(営業

損失)は200百万円（前年同期は64百万円のセグメント損失）となりました。

 
（ウェルネス事業）

　ウェルネス事業においては、比較的安定した収益基盤の維持に向け、店舗運営効率の向上、人材育成および

サービス提供能力の拡大に取り組んでまいりました。

　新たな研修生については、所定の研修を完了し、順次店舗での稼働を開始しております。これにより、既存店

舗における施術受入能力および予約対応能力の改善に取り組んでおります。

　また、2店舗において新たな機器を導入し、人員を大幅に増加させることなく提供可能なサービスメニューの

拡大を進めております。店舗当たりの売上機会の拡大および人員効率の改善に向け、引き続き運営体制の整備を

進めてまいります。

 
　これらの施策の結果、当中間連結会計期間において、売上高73百万円（前年同期比0.1％減）、売上構成比は

67.0％（前年同期の売上構成比53.5％）となりました。セグメント損失(営業損失)は3百万円（前年同期は7百万

円の営業利益）となりました。

 
（暗号資産投資事業）

　当社グループは、AIDC事業における設備投資および事業立上げに必要な資金を確保するため、当中間連結会計

期間において、保有する暗号資産の一部を順次売却いたしました。具体的には、合計3,618.80 ETHを売却すると

ともに、保有していた5.07 BTCの全量を売却し、暗号資産の売却による収入は1,486百万円となりました。2026

年８月31日時点における当社グループの会計上の保有残高は3,050 ETH、０BTCとなっております。当該3,050

ETHについては、資金調達取引に関連して取引相手方に担保として差し入れており、引き続き連結貸借対照表に

計上し、期末時点の市場価格に基づき時価評価を行っております。

　また、当中間連結会計期間においては、保有するデジタルアセットの市場価格の変動に伴い、主に暗号資産評

価益364百万円を営業外収益として計上いたしました。

 
（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて776百万円増加し、3,453百万円となりました。これは、暗号資産が923百
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万円減少した一方で、現金及び預金が1,606百万円、差入保証金が163百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて3百万円減少し、22百万円となりました。これは、主に差入保証金が5百

万円減少したことなどによります。この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて772百万円増加し、3,476百万

円となりました。

 

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて426百万円増加し、1,405百万円となりました。これは、主に短期借入金

が375百万円増加したことなどによります。固定負債は、前連結会計年度末から増減はなく、2,067百万円となって

おります。

この結果、総負債は、前連結会計年度末に比べて426百万円増加し、3,473百万円となりました。

 

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて346百万円増加し、2百万円となりました。これは、主に第三者割当増

資により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ242百万円増加し、利益剰余金が146百万円減少したことなどによりま

す。

 
(2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて

1,606百万円増加し、1,799百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の営業活動の結果、減少した資金は375百万円（前年同期は171百万円の減少）となりま

した。収入の主な要因の内訳は、前払費用の減少57百万円であり、支出の主な要因の内訳は、暗号資産評価益

364百万円、税金等調整前中間純損失145百万円等によるものです。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の投資活動の結果、増加した資金は1,132百万円（前年同期は377百万円の減少）となり

ました。主な内訳は、暗号資産の売却による収入1,486百万円によるものであり、支出の主な内訳は差入保証金

の差入による支出357百万円によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間の財務活動の結果、増加した資金は846百万円（前年同期は1,581百万円の増加）となり

ました。収入の内訳は、短期借入による収入1,151百万円、新株式の発行による収入485百万円であり、支出の

主な内訳は短期借入金の返済による支出795百万円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

（資金の借入契約）

当社の完全子会社であるコンパスクラウドAIジャパン株式会社は、2026年7月3日付でRubin Tech Inc.との間で金

銭消費貸借契約を締結し、USD1,500,000を借り入れております。なお、「注記事項（重要な後発事象）」に記載の

通り、2026年９月２日付で当社が同社に代わり全額返済しております。

 
（AIDC事業に係る契約）

当社は、AIDC事業の基盤構築の一環として、テルストラ・ジャパン株式会社との間で、日本国内における第一期

約3MW規模のデータセンター容量および電力容量の優先的な確保に向けた基本条件について合意しております。この

EDINET提出書類

クオンタムソリューションズ株式会社(E05315)

半期報告書

 6/44



うち2MWについて、2026年8月28日付でSOF（Service Order Form）を締結し、NRC（初期構築費用）に係る作業を開

始しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 196,994,372

計 196,994,372
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
(2026年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 53,294,593 53,294,593
東京証券取引所
（スタンダード市場）

単元株式数は100株でありま
す。

計 53,294,593 53,294,593 ― ―
 

(注) 提出日現在発行数には、2026年10月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

 ①【ストックオプション制度の内容】

当中間会計期間において発行したストックオプションの内容は以下のとおりです。

第15回新株予約権

決議年月日 2026年４月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役及び監査等委員　７名

新株予約権の数※ 20,000個

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数※ 普通株式　2,000,000株（注）1

新株予約権の行使時の払込金額※ 107円 (注)２

新株予約権の行使期間※ 2026年10月27日～2030年10月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額※

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合にお
ける増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項
に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額
とする。計算の結果1円未満の端数が生じたときは、
その端数を切り上げるものとする。
② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合にお
ける増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金
等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の
額を減じた額とする。
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新株予約権の行使の条件※

① 新株予約権者は、当社における就任開始日から起算
して１年が経過した日以降、新株予約権総数のうち
40％に相当する部分について行使可能となるものと
し、残余の60％については、当社の属する事業年度に
おける連結損益計算書上の営業利益が一度でも黒字と
なった場合に行使可能となるものとする。なお、上記
により権利が確定した新株予約権については、上記に
定める行使期間内において行使することができる。
②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時におい
て、当社の取締役、取締役・監査等委員または従業員
であることを要する。ただし、任期満了による退任、
定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認め
た場合は、この限りではない。
③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は
認めない。
④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総
数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ
ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこと
はできない。
⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできな
い。

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注)３
 

※新株予約権の発行時（2026年５月12日）における内容を記載しております。

１.新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

本新株予約権1個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、 当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。 以下同じ。）

または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、 本新株予約権のうち、

当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる1 株未満の端

数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数x分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、 株式交換または株式交付を行う場合その他これらの場合に

準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を行うことができる

ものとする。

 
２.新株予約権の行使時の払込金額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に、

付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は、東京証券取引所の前営業日終値である2026年４月24日の終値である金

107円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額　×
１

分割(または併合)の比率
 

 
また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を

行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分または合併、会社分割、 株式交換及び株式交付

による新株の発行及び自己株式の交付の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、 調整による１円未満の

端数は切り上げる。

 
     

既発行
株式数

 
＋

新規発行
株式数

× １株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 
なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
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さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もしくは株式交付を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

 
３.組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対

し、 それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または

株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同等の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１.に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記２.で定

められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記３.(3)に従って決定される当該新株予約権の目的であ

る再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記に定める行使期間の末日

までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３. (4)に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記行使の条件に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
第18回新株予約権

決議年月日 2026年８月７日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員４名　当社子会社従業員３名

新株予約権の数※ 1,810個

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数※ 普通株式　181,000株（注）1

新株予約権の行使時の払込金額※ 139円(注)２

新株予約権の行使期間※ 2028年８月８日～2036年８月７日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額※

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合にお
ける増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１
項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の
金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたとき
は、その端数を切り上げるものとする。
②本新株予約権の行使により株式を発行する場合にお
ける増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金
等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の
額を減じた額とする。
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新株予約権の行使の条件※

a.新株予約権者は、当社又は当社子会社における勤務
開始日から起算して1年が経過した日以降に、新株予約
権総数のうち40％について権利が確定するものとし、
残余の60％については、当社の属する事業年度におけ
る連結損益計算書上の営業利益が黒字となった場合に
権利が確定するものとする。
なお、上記により権利が確定した新株予約権について
は、上記に定める行使期間内において行使することが
できる。
b.新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は
認めない。
c.各本新株予約権１個未満を行使することはできな
い。
d.新株予約権者は、本新株予約権の割当日から権利行
使時まで継続して、当社又は当社子会社の取締役、監
査等委員又は従業員の地位にあることを要する。ただ
し、任期満了、定年退職その他正当な理由があると当
社取締役会が認めた場合は、この限りでない。

新株予約権の譲渡に関する事項※ 本新株予約権を譲渡することはできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注)３
 

※　新株予約権の発行時（2026年８月25日）における内容を記載しております。

１.新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」

という。）は100 株とする。

ただし、本総会終結後、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）または株式併合

を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

る。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、上記のほか、本総会終結後、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

 
２.新株予約権の行使時の払込金額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権の行使により交付を受けることができる株式1

株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権の割当日（以下「割当日」という。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値（取引が成立しない場合は、その前日の終値）に1.1 を乗じた金額とし、1 円未満の端数は切り上げるものとす

る。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調

整による1 円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額　×
１

分割(または併合)の比率
 

 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第 194

条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券

若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む）の転換又は権利行使の場合を除く。） 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

 
     

既発行
株式数

 
＋

新規発行
株式数

× １株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 
なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にかかる自

己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
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さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする

場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができ

るものとする。

 
３.組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

合併等による組織再編に際して定める契約書又は計画書等に次に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該合併等の比率に応じて、当該株式会社の新株予約権を交付する。

（１）合併（当社が消滅する場合に限る）

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社

（２）吸収分割

吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を承継する株式会社

（３）新設分割

新設分割により設立する株式会社

（４）株式交換

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

（５）株式移転

株式移転により設立する株式会社

 
 ②【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において発行した新株予約権及び無担保転換社債型新株予約権付社債は以下の通りです。

第16回新株予約権

決議年月日 2026年８月７日

新株予約権の数(個)※ 82,140

新株予約権のうち自己株予約権の数(個)※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数(株)※ 普通株式 8,214,000(注) 1

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 120(注) 2

新株予約権の行使期間※ 2026年８月25日から 2030年８月23日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額(円)※

(注)3

新株予約権の行使の条件※

１．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総

数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことは

できない。

２．各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認
を要するものとする。
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅
会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、新
設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる
株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転(以
下、「組織再編行為」と総称する。)を行う場合は、当
該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本
新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設
合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、
株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社(以
下、「再編当事会社」と総称する。)は以下の条件に基
づき本新株予約権にかかる新株予約権者に新たに新株予
約権を交付するものとする。
①新たに交付される新株予約権の数
新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織
再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後
の１個未満の端数は切り捨てる。
②新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類
再編成対象会社の同種の株式とする。
③新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算
定方法
組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調
整後の１株未満の端数は切り上げる。
④新たに交付される新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額
組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調
整後の１円未満の端数は切り上げる。
⑤新たに交付される新株予約権に係る行使期間、当該新
株予約権の行使により株式を発行する場合における増加
する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新
株予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約権
の交付、新株予約権証券及び行使の条件
本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為に際して決
定する。
⑥新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限
新たに交付される新株予約権の譲渡による取得について
は、再編当事会社の取締役会の承認を要する。

 

※新株予約権の発行時（2026年８月24日）における内容を記載しております。

(注)

１.新株予約権の目的である株式の種類及び数

当社普通株式

完全議決権株式であり、株主の権利に何ら制限のない株式である。なお、単元株式数は100株である。

１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は8,214,000株とする(本新株予約権１個当た

りの目的である株式の数(以下、「割当株式数」といいます。)は100株とする。)。但し、本欄第２項ないし第４

項により、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じ

て調整されるものとする。

２)当社が別欄「新株予約権の行使時の払込金額」欄の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次

の算式により調整されるものとする。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。なお、

かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、別欄「新株予約権の行使時の払込金額」第３項に定

める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

 

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
 

 
３)調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる別欄「新株予約権の行使時の払込金額」第３項第(2)号及び

第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

４)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、

かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事

項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降

速やかにこれを行う。

 
２.新株予約権の行使時の払込金額

１)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

２)本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の価額

(以下、「行使価額」といいます。)は、金120円とする。

３)行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本欄第３項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下、「行使価額調整式」といいます。)をもって

行使価額を調整する。
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既発行
普通株式数

 
＋

交付普通
株式数

×１株当たりの払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

 
(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところ

による。

①本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の有する当社

普通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を含む。)(但し、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む。)の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使に

よって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発

生日とする。)以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合

はその日の翌日以降これを適用する。

②株式分割により当社普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、当社普通株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式

又は本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株

予約権付社債に付されたものを含む。)を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたもの

とみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日(新株予約権の場合は割当日)以降又は(無償割当て

の場合は)効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための株主割当日がある場合に

は、その日の翌日以降これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引

換えに本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降にこれを適用する。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、

行使価額の調整は行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を調整する場合は、

行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。

(4) その他

①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終

値のない日数を除く。)の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、平

均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てるものとする。

③行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はそ

の日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済

普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。

(5) 本欄第３項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は必要な行使価額の

調整を行う。

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とすると

き。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべ

き時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、か

かる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で

通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを

行う。

 
３.新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

１)本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る各本新株予約権の行使に際して

出資される財産の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、別欄「１.新株予約権の目

的である株式の種類及び数」記載の株式の数で除した額とする。

２)本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端

数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額

とする。
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第17回新株予約権

決議年月日 2026年８月７日

新株予約権の数(個)※ 60,000

新株予約権のうち自己株予約権の数(個)※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数(株)※ 普通株式6,000,000(注) 1

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 300(注) 2

新株予約権の行使期間※ 2026年８月25日から 2030年８月23日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額(円)※

(注)3

新株予約権の行使の条件※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を
要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ －
 

※新株予約権の発行時（2026年８月24日）における内容を記載しております。

(注)

１.新株予約権の目的である株式の種類及び数

当社普通株式(完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式である。なお、当社

は１単元を100株とする単元株式制度を採用している。)

１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は6,000,000株とする(本新株予約権１個当た

りの目的である株式の数(以下、「割当株式数」といいます。)は100株とする。)。但し、本欄第２項乃至第４項によ

り、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整され

るものとする。

２)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合(以下「株式分割等」と総称する。)を行う場合には、割当株式数

は次の算式により調整される。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

  調整後割当株式数＝調整前割当株式数×分割・無償割当て・併合の比率

また、上記のほか、調整後割当株式数の調整を必要とする事由が生じた場合には、当社は、調整後割当株式数を合理

的な範囲で調整することができる。

３)調整後割当株式数は、当社普通株式の分割又は併合の場合は、分割又は併合のための基準日の翌日以降、当社普通

株式の無償割当ての場合は、無償割当ての効力発生日以降、又は無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌

日以降、これを適用する。

４)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権にかかる新

株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知する。ただし、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適

用開始日以降速やかにこれを行う。

 
２.新株予約権の行使時の払込金額

１)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とす

る。

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の価額

(以下「行使価額」という。)は、金300円とする。

２)行使価額の調整

(1) 本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じ

る可能性がある場合等で、当社普通株式の新たな発行又は当社の保有する当社普通株式の処分における払込金額（下

記第(2)号②の場合は、取得請求権付株式に係る取得請求権又は新株予約権を当初の発行条件に従い行使する場合の下

記第(2)号③に定義する取得価額等。また、下記第(2)号③の場合は、下方修正等が行われた後の取得価額等）が、本

項第(2)号において調整後行使価額の適用開始日として定める日において有効な行使価額を下回る場合には、行使価額

は当該払込金額又は取得価額等と同額に調整される。但し、かかる調整後の行使価額が64円（以下「下限行使価額」

といい、下記第(3)号及び第(4)号、第(9)号の規定を準用して調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は

下限行使価額とする。

(2) 新株式発行等により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところに

よる。

①当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を除く。)

(但し、譲渡制限付株式報酬制度に基づき当社又はその関係会社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則
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第８条第８項に定める関係会社をいう。以下同じ。)の取締役その他の役員又は従業員に当社普通株式を交付する場

合、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交

換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とする。)以降、又はかかる発行若し

くは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権

付社債に付されたものを含む。)(但し、第６回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権並びに第13

回新株予約権を除き、以下、本「５　新規発行新株予約権証券(第17回新株予約権)」において「取得請求権付株式

等」と総称する。)を発行又は付与する場合(無償割当ての場合を含む。但し、当社又はその関係会社の取締役その他

の役員又は従業員に新株予約権を割り当てる場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(払込期間を定めた場合にはその最終日とし、新株予約権の場合は割当日)以降又は(無償

割当ての場合は)効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合

には、その日の翌日以降これを適用する。

③取得請求権付株式等(当社又はその関係会社の取締役その他の役員又は従業員に割り当てられたものを除く。)の発

行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価(以下、本「５　新規発行新株予約権証券(第17回新株予約権)」におい

て、「取得価額等」という。)の下方修正等が行われた場合

調整後行使価額は、下方修正等が行われた後の取得価額等が適用される日以降これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引

換えに当社普通株式を交付する場合調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他

当社の機関の承認を条件としているときには、本号①及び②にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日

の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行

使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

 
 

株式数＝

(調整前行使価額－調整後行使価額)×
調整前行使価額により当該
期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 
この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする

(3) 当社は、本新株予約権の発行後、下記第(4)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変

更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「株式分割等による行使価額調整式」という。)をもって行

使価額を調整する。

 
     

既発行
普通株式数

 
＋

新発行・処分
普通株式数

×１株当たりの払込金額

調整後
行使価
額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数
 

 
(4) 株式分割等による行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、

次に定めるところによる。

①株式の分割により当社普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

②株主に対する無償割当てにより当社普通株式を発行又は処分する場合

調整後行使価額は、無償割当ての効力発生日以降、又は無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降こ

れを適用する。

③本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他

当社の機関の承認を条件としているときには、本号①及び②にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日

の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行

使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。
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株式数＝

(調整前行使価額－調整後行使価額)×
調整前行使価額により当該
期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 
この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(5) 当社は、第17回新株予約権の発行後、下記第(6)号に定める特別配当の支払いを実施する場合には、次に定める算

式(以下、本「２　新規発行新株予約権証券(第17回新株予約権証券)」において、「特別配当による行使価額調整式」

といい、新株式発行等による行使価額調整式とあわせて「行使価額調整式」と総称する。)をもって行使価額を調整す

る。

 
調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価－１株当たり特別配当

時価
 

 
「１株当たり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る基準日における各社債の金額当たりの本新株予約権

の目的である株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を四捨五入する。

(6)①「特別配当」とは、本「２　新規発行新株予約権証券(第17回新株予約権)」において、別記「新株予約権の行使

期間」欄記載の本新株予約権の行使期間の末日までの間に到来する配当に係る基準日における、当社普通株式１株当

たりの剰余金の配当(会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭を含む。金銭以外の財産を配当財産と

する剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。)の額に当該基準日時点における割当株式数

を乗じて得た金額をいう。

②特別配当による行使価額の調整は、各特別配当に係る基準日に係る会社法第454条又は第459条に定める剰余金の配

当決議が行われた日の翌日以降これを適用する。

(7) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使

価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行

使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

(8)①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、株式分割等による行使価額調整式の場合は調整後行使価額が初めて適用される

日(但し、上記第(4)号③の場合は基準日)、又は特別配当による行使価額調整式の場合は当該剰余金の配当に係る基準

日にそれぞれ先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

(終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨

五入する。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の

１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式数を控除した

数とする。また、上記第(4)号①の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社

が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

(9) 本項第(2)号、第(4)号及び第(5)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

必要な行使価額の調整を行う。

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生等により行使価額の調整を必要とする

とき。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべ

き時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(10) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、か

かる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で

通知する。但し、本項第(2)号③及び第(4)号③に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことがで

きない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

 
３.新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

１)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的と
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なる株式の数」欄記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

２)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端

数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額

とする。

 
第６回無担保転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 2026年８月７日

新株予約権の数(個)※ 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 116円(注)２

新株予約権の行使期間※ 2026年８月25日～2030年８月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)※
(注)３

新株予約権の行使の条件※

１　本転換社債新株予約権の行使によって、当社の発行

済株式総数が当該時点における授権株式数を超過す

ることとなるときは、当該本転換社債新株予約権の

行使を行うことはできないものとする。

２　本転換社債新株予約権の一部行使はできないものと

する。

新株予約権の譲渡に関する事項※

１　本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文及

び第３項本文の定めにより、本転換社債新株予約権

又は本社債の一方のみを譲渡することはできない。

２　本新株予約権付社債の譲渡については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
―

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内容及

び価額※

各本転換社債新株予約権の行使に際して出資される財産
は、当該本転換社債新株予約権に係る本転換社債とし、
出資される財産の価額は、当該本転換社債新株予約権に
係る本転換社債の金額と同額とする。

新株予約権付社債の残高（百万円）※ 2,067
 

   ※新株予約権付社債の発行時(2026年８月24日)における内容を記載しております。

(注)

１ 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

当社普通株式

完全議決権株式であり株主の権利に特に制限のない株式

単元株式数　100株

行使により当社が当社普通株式を交付する数は、新株予約権の行使請求(以下、本「６ 新規発行新株予約権付社債（第

６回無担保転換社債型新株予約権付社債）」において「行使請求」という。）に係る本転換社債の払込金額の総額を別

記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定める転換価額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満

の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

 
２.新株予約権の行使時の払込金額

１)各本転換社債新株予約権の行使に際して出資される財産は、当該本転換社債新株予約権に係る本転換社債とし、出資

される財産の価額は、当該本転換社債新株予約権に係る本転換社債の金額と同額とする。

２)転換価額は、116円とする。但し、転換価額は本欄第３項の規定により修正、又は、第４項の規定に従って調整され

る。

３)転換価額の修正

(1) 本新株予約権付社債の転換価額は、払込日から6か月を経過した日を初回の修正日とし、その後は６か月ごと（満期

日を含む。）に修正されます。各修正日における転換価額は、当該修正日の直前５取引日における当社普通株式の各取

引日の出来高加重平均価格（VWAP）のうち最も低い価格（以下「市場価格」といいます。）の90％に相当する価額に修
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正される。

ただし、修正後の転換価額は、当初転換価額の110％に相当する価額を上限とし、下限行使価額を下回らないものとす

る。

(2) 行使価額は64円(但し、本欄第３項による調整を受ける。)を下回らないものとする。本項(1)の計算によると修正後

の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とする。

４)転換価額の調整

(1) 本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又は変更を

生じる可能性がある場合等で、当社普通株式の新たな発行又は当社の保有する当社普通株式の処分における払込金額

（下記(2)第②号の場合は、取得請求権付株式に係る取得請求権又は新株予約権を当初の発行条件に従い行使する場合の

下記(2)第③号定義する取得価額等。また、下記第(2)号③の場合は、下方修正等が行われた後の取得価額等）が、本項

第(2)号において調整後転換価額の適用開始日として定める日において有効な転換価額を下回る場合には、転換価額は当

該払込金額又は取得価額等と同額に調整される。但し、かかる調整後の転換価額が本新株予約権付社債に係る発行決議

64円（下記第(2)号、第(4)号及び第(9)号の規定を準用して調整される。）を下回ることとなる場合には転換価額は下限

転換価額とする。

(2) 新株式発行等により転換価額の調整を行う場合及び調整後転換価額の適用時期については、次に定めるところによ

る。

①当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる場合を除く。)(但

し、譲渡制限付株式報酬制度に基づき当社又はその関係会社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条

第８項に定める関係会社をいう。以下同じ。)の取締役その他の役員又は従業員に当社普通株式を交付する場合、新株予

約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普

通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付又は

合併により当社普通株式を交付する場合を除く。)

調整後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とする。)以降、又はかかる発行若しく

は処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含む。)(但し、第６回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権並びに第16回新

株予約権及び第17回新株予約権を除き、以下「取得請求権付株式等」と総称する。)を発行又は付与する場合(無償割当

ての場合を含む。但し、当社又はその関係会社の取締役その他の役員又は従業員に新株予約権を割り当てる場合を除

く。)

調整後転換価額は、払込期日(払込期間を定めた場合にはその最終日とし、新株予約権の場合は割当日)以降又は(無償割

当ての場合は)効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合に

は、その日の翌日以降これを適用する。

③取得請求権付株式等(当社又はその関係会社の取締役その他の役員又は従業員に割り当てられたものを除く。)の発行

条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価(以下「取得価額等」という。)の下方修正等が行われた場合

調整後転換価額は、下方修正等が行われた後の取得価額等が適用される日以降これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の取得と引換

えに当社普通株式を交付する場合

調整後転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当

社の機関の承認を条件としているときには、本号①及び②にかかわらず、調整後転換価額は、当該承認があった日の翌

日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求

をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

 

 
株式数＝

(調整前転換価額－調整後転換価額)×
調整前転換価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後転換価額
 

 
この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(3) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(4)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合又

は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「株式分割等による転換価額調整式」という。)をもって

行使価額を調整する。
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既発行

普通株式数

 
＋

新発行・処分

普通株式数
×
１株当たりの

払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数
 

 
(4) 株式分割等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次

に定めるところによる。

①株式の分割により当社普通株式を発行する場合

調整後転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

②株主に対する無償割当てにより当社普通株式を発行又は処分する場合

調整後転換価額は、無償割当ての効力発生日以降、又は無償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降これ

を適用する。

③本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当

社の機関の承認を条件としているときには、本号①及び②にかかわらず、調整後転換価額は、当該承認があった日の翌

日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求

をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

 

 
株式数＝

(調整前転換価額－調整後転換価額)×
調整前転換価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 
この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(5) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記第(6)号に定める特別配当の支払いを実施する場合には、次に定める算

式(以下「特別配当による転換価額調整式」といい、株式分割等による転換価額調整式とあわせて「転換価額調整式」と

総称する。)をもって転換価額を調整する。

 
調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×
時価－１株当たり特別配当

時価
 

 
「１株当たり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る基準日における各社債の金額当たりの本新株予約権の

目的である株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

(6) ①「特別配当」とは、本「６　新規発行新株予約権付社債」において、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の新

株予約権の行使期間の末日までの間に到来する配当に係る各基準日における、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当

(会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭を含む。金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場

合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。)の額に当該基準日時点における各社債の金額当たりの本新株予約権

の目的である株式の数を乗じて得た金額をいう。

②特別配当による転換価額の調整は、各特別配当に係る基準日に係る会社法第454条又は第459条に定める剰余金の配当

決議が行われた日の翌日以降これを適用する。

(7) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる場合は、転換価

額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を調整する場合には、転換価

額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

(8) ①転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

②転換価額調整式で使用する時価は、株式分割等による転換価額調整式の場合は調整後転換価額が初めて適用される日

(但し、本項第(4)号②の場合は基準日、又は特別配当による転換価額調整式の場合は当該剰余金の配当に係る基準日)に

それぞれ先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値(終値の

ない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③転換価額調整式で使用する既発行株式数は、かかる基準日がない場合は、調整後転換価額を初めて適用する日の１ヶ

月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式数を控除した数とす

る。また、上記第(4)号①の場合には、転換価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する

当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

(9) 本項第(2)号、第(4)号及び第(6)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必

要な行使価額の調整を行う。
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①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生等により転換価額の調整を必要とすると

き。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべき

時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(10) 転換価額の調整を行うときは、当社は、調整後転換価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かか

る調整を行う旨並びにその事由、調整前転換価額、調整後転換価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知

する。但し、本項第(2)号⑤及び第(4)号③に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

 
３.本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

１)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本転換社債新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、上記「新株予約権の行使時の払込金額」

欄記載の転換価額(転換価額が調整された場合は調整後の転換価額)とする。

２)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

(1) 本転換社債新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げるものとする。

(2) 本転換社債新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 
４.本新株予約権付社債は行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。株価の下落により新株予約権の行使価

額が下方に修正された場合、新株予約権の目的となる株式の数が増加します。また、株価の下落により、本新株予約権

による資金調達額が減少する可能性があります。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

なお、2025年８月７日付取締役会において決議し、2026年８月24日付で日程変更を決議した2025年10月14日発行

した行使価額修正条項付第13回新株予約権につき、2026年８月27日付で残存する本新株予約権の全部108,900個を取

得し、2026年８月28日付その全部を消却することについて決議し、2026年８月27日付にて本新株予約権の取得、及

び2026年８月28日付消却を完了いたしました。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

 （千円）

2026年８月24日(注)１ 4,046,000 53,294,593 242,760 4,779,036 242,760  3,795,236
 

(注)１.2026年８月24日を払込期日とする新株式発行による増資により、発行済株式総数が4,046,000株、資本金及び

資本準備金がそれぞれ242,760千円増加しております。

 
　　２.2026年８月７日提出の有価証券届出書に記載の「手取金の使途」について、下記のとおり変更しております。

　　① 変更の理由

　　 当社は、AIデータセンター事業において、NVIDIA B300 GPUサーバーを用いたGPUコンピューティングサービス

及びAIインフラサービスを提供することを計画しており、連結子会社であるコンパスクラウドAIジャパン株式会

社を主体として、データセンター容量の確保等について国内外の複数の事業者との協議を進めてまいりました。

      AIデータセンター事業の開始に当たっては、GPUサーバーの設置場所となるデータセンター施設の確保、施設

利用に係る保証金の支払い、電源設備及びネットワーク設備等の構築、GPUサーバー及び関連機器の設置作業並

びに事業開始までに必要となる運転資金の確保等が必要となります。当社は、当時の事業計画上、NVIDIA B300

GPUサーバーを最大32台調達し、AIデータセンター事業に導入することを計画しておりました。

      また、2026 年７月６日付「完全子会社における業務協力及び資金支援契約の締結並びに無利息借入れに関す

るお知らせ」にて公表したとおり、コンパスクラウドAIジャパン株式会社とRubin Tech Inc.との間には、AIDC
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事業に関する協力及び無利息貸付に係る契約関係が存在しておりました。

      当社は、当時、Rubin Tech Inc.から調達面での協力を受けることを前提として、同社を通じたNVIDIA B300

GPU サーバー最大32台の調達可能性を検討しておりました。

      もっとも、当社又はコンパスクラウドAIジャパン株式会社が、Rubin Tech Inc.との間でGPUサーバーの売買契

約、Purchase Orderその他のGPU購入契約を締結した事実はありません。

     そして、当時公表した最大32台の調達計画は、当時の事業計画上の想定であり、Rubin Tech Inc. との間で既

に成立したGPU購入取引ではありませんでした。

      当社は、当該事業計画を前提として、2026年８月に、NVIDIA B300 GPUサーバー最大32台の調達 に係る前払金

として676百万円（取得価額の20％及びこれに係る消費税相当額）の支出を見込んでおり、2026年８月７日付開

示において、新株式の発行により調達する475百万円を当該前払金の一部に充当する予定としておりました。   

      なお、当該676百万円は、当時の事業計画及び資金使途の算定上の想定額であり、Rubin Tech Inc. に対する

確定済の契約債務ではありませんでした。

　　  また、当社又はコンパスクラウドAIジャパン株式会社が、Rubin Tech Inc.に対してGPUサーバー購入に係る前

払金その他の代金を支払った事実はありません。

      一方、当社は、2026年７月２日付「AIインフラストラクチャ（AIDC）事業におけるデータセンター容量確保に

向けた基本条件合意及び保証金の支払いに関するお知らせ」及び同年７月８日付「AIインフラストラクチャ

（AIDC）事業におけるデータセンター容量確保に向けた保証金残額の支払完了に関するお知らせ」にて公表した

とおり、テルストラ・ジャパン株式会社を通じて、大阪府内における第一期約３MW規模のデータセンター容量の

確保を想定した基本条件について合意し、当該容量に係る優先交渉及び容量確保のための保証金として

USD2,202,864の全額を支払っております。

      その後、データセンター運営事業者との技術的な協議及び現地確認を進めた結果、当該データセンターでは約

１MWを一つの提供単位として容量及び関連設備の提供を受けることが想定されており、当社が現在予定している

設備構成では、約１MW当たり約64台の最新世代GPUサーバーを収容できる見込みであることを確認しました。

      このため、従前想定していた最大32台のみを導入した場合には、約１MW単位で確保する電力容量及びこれに伴

い負担する施設利用コストを十分に活用することができず、経済合理性を欠く可能性があると判断しました。

      現時点において、当社は約２MWについて利用開始に向けた協議及び準備を進めており、当該約２MWを効率的に

活用するためには、約128台規模の最新世代GPUサーバーの導入が合理的であると判断しております。

      なお、テルストラ・ジャパン株式会社との間で基本条件について合意した、同社を通じて大阪府内のデータセ

ンターにおいて第一期として確保することを想定していた約３MWのうち残る約１MWについては、引き続き関係当

事者間で容量確保に向けた協議を行っております。

      そのような中で、2026年８月７日付開示でお知らせした第三者割当による新株式等の発行等に係る手続きを進

める間に、当社が、上記データセンターの技術条件を確認するとともに、GPUサーバーの価格、納期及び供給可

能数量等について改めて市場状況を確認したところ、2026年８月７日時点と比較して、GPUサーバーの価格、供

給可能数量及び納期等の調達環境に変化が生じていることを確認しました。

      これらを踏まえ、当社は、Rubin Tech Inc.から調達面での協力を受けることを前提とした最大32台の調達案

を含む従前の計画を再検討するとともに、AIデータセンター事業の開始時期、必要な設備構成及び利用開始に向

けた協議を進めているデータセンター容量等を踏まえ、複数の調達候補について、価格、納期、供給可能数量、

支払条件及び導入後のサポート体制等の比較検討を行いました。

      その結果、日本の関東圏内に本拠地を置き、AIインフラ製品の販売、構築及び運用支援を営む事業会社１社

（以下「当該事業会社」といいます。）から、従前の調達計画を上回る数量の最新世代・高密度GPUサーバー及

び関連機器を確保可能との提案を受けました。

      当社は、比較検討の結果、当該事業会社からGPUサーバー及び関連機器を調達する方針とし、2026年９月７日

開催の取締役会において、最終的な契約条件及び支払条件に基づき、当該事業会社との間で売買契約を締結する

こと並びに当該売買契約に基づく代金を支払うことについて改めて決議しました。

      そして、2026年９月７日付「AIDC事業の本格展開に向けた第一弾となる最新世代・高密度GPUコンピューティ

ング基盤への設備投資（固定資産の取得）に関するお知らせ」にて公表したとおり、当社は、当該事業会社との

間で、契約総額USD60,985,056（約9,512百万円。１米ドル＝155.97円で換算）として、最新世代・高密度データ

センター向けGPUサーバー及び関連機器一式（第一弾）に係る売買契約を締結しました。

      当該取締役会決議を受け、当社では、従前、Rubin Tech Inc.を通じたGPUサーバー調達に係る前払金の一部に

充当する予定としていた475百万円については、従前想定していた条件では支出せず、本件売買契約に基づく初
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回支払額の一部に充当する方針を2026年９月７日同日付で決定しました。

      これに伴い、当該475百万円の支出予定時期についても、2026年８月から2026年９月へ変更することとしまし

た。

      なお、当該475百万円については、AIDC事業に係るGPUインフラ構築に充当するという資金使途の大区分及び充

当予定額に変更はありません。

      一方で、具体的な調達先、調達規模、対象設備、支払条件及び支出予定時期については、従前の想定から変更

が生じているため、これらの変更内容を本開示において明示するものです。

      また、2026年８月24日に発行した第16回新株予約権の行使により調達する予定の985百万円については、引き

続きAIDC事業の構築に充当する方針であり、支出予定時期についても2026年10月以降から変更はありません。

   

       一方、具体的な充当対象については、当初想定していたRubin Tech Inc.を通じたGPUサーバーの調達から本

件売買契約に基づく設備代金の一部及び当該設備の導入に直接関連するAIDCインフラ構築費用へ変更する予定で

す。

      当該資金については、第16回新株予約権の実際の行使及び入金状況に応じて、順次充当する予定です。

      なお、当該985百万円の大部分は、第16回新株予約権の行使を前提とする未調達の資金であり、2026年９月９

日現在、既に調達した当該資金の支出が遅延しているものではありません。

　    当社では、Rubin Tech Inc.に対してGPUサーバー購入に係る前払金を支払った事実もなく、上記 475百万円に

ついては、現在も当社の銀行口座にて管理しております。

      Rubin Tech Inc.からのUSD1,500,000の借入金については、2026年９月２日付「完全子会社における既存借入

金の全額返済に関するお知らせ」にて公表したとおり、既に全額を返済しております。

      今後、Rubin Tech Inc.が当社の顧客又は事業協力先となる可能性はあるものの、2026年９月９日現在、同社

との間でGPUコンピューティングリソースの利用に係るMOU又は顧客契約は締結しておりません。

 

　②変更の内容

　変更内容は下線で示しております。

(変更前)

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

①AIデータセンター事業の初期立ち上げ資金 475 2026年８月

合計 475 －

（注）調達資金を実際に支出するまでは、当社の銀行口座にて管理いたします。
 
 
(変更後)

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

①AIデータセンター事業の初期立ち上げ資金 475 2026年９月

合計 475 －
 

（注）調達資金を実際に支出するまでは、当社の銀行口座にて管理いたします。
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(5) 【大株主の状況】

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＫＧＩ　ＡＳＩＡ ＬＩＭＩＴＥＤ－Ｃ
ＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ
(常任代理人　香港上海銀行東京支店　
セキュリティーズ・サービシズ・オペ
レーションズ部長) 

ＬＥＶＥＬ ３３， ＯＮＥ ＰＡＣＩＦＩＣ
ＰＬＡＣＥ， ８８ ＱＵＥＥＮＳＷＡＹ， Ｈ
ＯＮＧ ＫＯＮＧ
(東京都中央区日本橋３丁目１１－１)

10,252,327 19.3

ＳＣＢＨＫ Ａ／Ｃ ＧＦ ＳＥＣ ＣＬ
ＩＥＮＴ Ａ／Ｃ １
(常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行
取締役頭取執行役員)　　　　

２７／Ｆ， ＧＦ ＴＯＷＥＲ ８１ＬＯＣＫＨ
ＡＲＴ ＲＯＡＤ， ＷＡＮＣＨＡＩ ＨＯＮＧ
ＫＯＮＧ　　
(東京都千代田区丸の内１丁目４番５号)

4,046,000 7.6

ＯＫＡＳＡＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮ
ＡＬ（ＡＳＩＡ）ＬＩＭＩＴＥＤ Ａ／
Ｃ ＣＬＩＥＮＴ　　　　
(常任代理人 岡三証券株式会社 代表取
締役社長)

ＲＯＯＭＳ ２６０５－７， ２６Ｆ， ＷＩＮ
ＧＯＮ ＣＥＮＴＲＥ，１１１ ＣＯＮＮＡＵ
ＧＨＴＲＯＡＤ ＣＥＮＴＲＡＬ， ＨＯＮＧ
ＫＯＮＧ　　
(東京都中央区日本橋室町２丁目２－１)

3,827,522 7.2

ＦＵＴＵ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＩＮ
ＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ （ＨＯＮＧＫ
ＯＮＧ） ＬＩＭＩＴＥＤ
(常任代理人　ｍｏｏｍｏｏ証券株式会
社 代表取締役 社長代行)

ＵＮＩＴ Ｃ１－２， １３／Ｆ．， ＵＮＩＴ
ＥＤ　ＣＥＮＴＲＥ， ＮＯ．９５ ＱＵＥＥ
ＮＳＷＡＹ　， ＡＤＭＩＲＡＬＴＹ ＨＯＮ
Ｇ ＫＯＮＧ
 (東京都渋谷区渋谷１丁目２番５号)

3,631,900 6.8

ＬＧＴ ＢＡＮＫ ＬＴＤ　
(常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行
取締役頭取執行役員)

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ８５， ＦＬ－９４９０ ＶＡ
ＤＵＺ， ＦＵＲＳＴＥＮＴＵＭ ＬＩＥＣＨ
ＴＥＮＳＴＥＩＮ
(東京都千代田区丸の内１丁目４番５号)

2,789,600 5.2

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲ
Ｓ ＬＬＣ
(常任代理人　インタラクティブ・ブ
ローカーズ証券株式会社 代表取締役)

ＯＮＥ ＰＩＣＫＷＩＣＫ ＰＬＡＺＡ ＧＲＥ
ＥＮＷＩＣＨ， ＣＯＮＮＥＣＴＩＣＵＴ ０
６８３０ ＵＳＡ
(東京都千代田区霞が関３丁目２番５号)
 

2,746,500 5.2

ＫＧＩ　ＡＳＩＡ ＬＩＭＩＴＥＤ－Ｃ
ＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ
(常任代理人　シティバンク、エヌ・エ
イ東京支店　カストディ業務部長)

４１／Ｆ ＣＥＮＴＲＡＬ ＰＬＡＺＡ，１８
ＨＡＲＢＯＵＲＲＯＡＤ，ＷＡＮ ＣＨＡ
Ｉ，ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ
(東京都新宿区新宿６丁目２７番３０号)

1,705,800 3.2

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＩＮＧＡＰ
ＯＲＥ／２Ｓ／ＪＡＳＤＥＣ／ＵＯＢ
ＫＡＹ ＨＩＡＮ ＰＲＩＶＡＴＥ ＬＩ
ＭＩＴＥＤ
(常任代理人　香港上海銀行東京支店　
セキュリティーズ・サービシズ・オペ
レーションズ部長)

ＮＯ ８ ＡＮＴＨＯＮＹ ＲＯＡＤ ＃０１－
０１ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ ２２９９５
 (東京都中央区日本橋３丁目１１－１)

1,608,500 3.0

ＢＡＮＫ ＪＵＬＩＵＳ ＢＡＥＲ ＡＮ
Ｄ ＣＯ． ＬＴＤ． ＨＯＮＧ ＫＯＮ
Ｇ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ
(常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行
取締役頭取執行役員)

３９Ｆ， ＯＮＥ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡ
Ｌ ＦＩＮＡＮＣＥ ＣＥＮＴＲＥ １ ＨＡＲ
ＢＯＵＲＶＩＥＷ ＳＴＲＥＥＴ， ＣＥＮＴ
ＲＡＬ， ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ
 (東京都千代田区丸の内１丁目４番５号)

1,266,700 2.4

ＰＨＩＬＬＩＰ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ
（ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ）ＬＩＭＩＴＥ
 Ｄ
(常任代理人　フィリップ・キャピタル
証券株式会社 代表取締役社長)

ＵＮＩＴＥＤ ＣＴＲ １１／Ｆ，ＱＵＥＥＮ
ＳＷＡＹ ９５，ＡＤＭＩＲＡＬＴＹ，ＨＯＮ
ＧＫＯＮＧ
(東京都港区虎ノ門１丁目２３番１号)

1,190,300 2.2

計 ― 33,065,149 62.2
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(注)１.第２順位のＳＣＢＨＫ Ａ／Ｃ ＧＦ ＳＥＣ ＣＬＩＥＮＴ Ａ／Ｃ １の所有株式数として記載した4,046,000

株は、Blackwell Cloud Co., Limited が実質株主として保有しております。

 
   ２.2025年５月30日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書においてAPEC(CHINA)DEVELOPMENT

LIMITEDが2025年５月９日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として2026年８

月31日現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づい

て記載しております。なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(株)
株券等保有割合 

(％)

APEC(CHINA)DEVELOPMENT
LIMITED

FLAT／ RM701-2　07／ F　
Everbright　Centre,108　
Gloucester 　
Road,WanChai,Hong　Kong

1,895,300 4.13

 

 
　　３.2025年２月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書においてTing Yan Chun Limited

が2024年11月１日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として2026年８月31日現

在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて記載し

ております。なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(株)
株券等保有割合 

(％)

Ting Yan Chun Limited

FLAT／ RM701-2　07／ F　
Everbright　Centre,108　
Gloucester 　
Road,WanChai,Hong　Kong

1,572,000 3.47

 

 
　　４.2025年３月31日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書においてSHARP EDGE VENTURES

LIMITEDが2025年３月３日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年８月

31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、

大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(株)
株券等保有割合 

(％)

SHARP EDGE VENTURES
LIMITED

Vistra Corporate
Services Centre,
Wickhams Cay II, Road
Town, Tortola, VG1110,
British Virgin Islands　

3,299,500 7.22

 

 
　　５.2024年７月26日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書においてFirst Link Inc Limited

が2024年６月24日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として2026年８月31日現

在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて記載し

ております。なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(株)
株券等保有割合 

(％)

First Link Inc Limited

FLAT/RM 1208-9 Eight
Commercial Tower, 8 Sun
Yip Street Chai
Wan, Hong Kong

4,669,722 10.53

 

 
　　６.2022年９月９日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書においてリウ・ヤン(Liu Yang)

が2022年９月２日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として2026年８月31日現

在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿の記載内容に基づいて記載し

ております。なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(株)
株券等保有割合 

(％)

リウ・ヤン(Liu Yang) 香港ミッドレベルズ 1,672,300 12.48
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 115,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 53,166,500
 

531,665 ―

単元未満株式 普通株式 12,393
 

― ―

発行済株式総数 53,294,593 ― ―

総株主の議決権 ― 531,665 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2026年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
クオンタムソリューショ
ンズ(株)

東京都千代田区丸の内１丁
目９番２号

115,700 ― 115,700 0.22

計 ― 115,700 ― 115,700 0.22
 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は次のとおりであります。

（１）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 Francis Bing Rong Zhou
2026年７月31日
（辞任による退任）

 

 

（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性4名　女性3名　（役員のうち女性の比率42.9％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年３月１日から2026年８月31

日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人アリアにより期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 192,468 1,799,379

  売掛金 22,147 17,858

  商品 6,883 7,519

  未収入金 900 933

  未収消費税等 19,984 9,304

  暗号資産 2,121,626 ※１  1,197,653

  差入保証金 193,321 357,021

  その他 125,336 69,601

  貸倒引当金 △5,417 △5,553

  流動資産合計 2,677,249 3,453,718

 固定資産   

  有形固定資産 0 1,811

  投資その他の資産   

   差入保証金 25,841 20,311

   長期貸付金 25,000 24,900

   長期立替金 679,957 697,033

   その他 410 353

   貸倒引当金 △704,957 △722,033

   投資その他の資産合計 26,252 20,564

  固定資産合計 26,252 22,376

 資産合計 2,703,501 3,476,094
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,483 2,052

  短期借入金 776,490 ※１  1,152,126

  未払金 106,423 89,113

  未払法人税等 1,684 777

  前受金 903 903

  預り金 2,793 1,955

  その他 88,617 158,990

  流動負債合計 979,395 1,405,919

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 2,067,200 2,067,200

  固定負債合計 2,067,200 2,067,200

 負債合計 3,046,595 3,473,119

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,536,276 4,779,036

  資本剰余金 4,119,091 4,361,851

  利益剰余金 △8,783,805 △8,929,958

  自己株式 △59,198 △59,198

  株主資本合計 △187,635 151,731

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 △414,027 △379,737

  その他の包括利益累計額合計 △414,027 △379,737

 新株予約権 258,568 230,980

 純資産合計 △343,094 2,975

負債純資産合計 2,703,501 3,476,094
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
　至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

売上高 137,476 109,518

売上原価 28,931 24,180

売上総利益 108,545 85,337

販売費及び一般管理費 ※1  349,021 ※1  440,270

営業損失（△） △240,476 △354,932

営業外収益   

 受取利息 146 151

 為替差益 - 2,484

 暗号資産評価益 - 364,859

 暗号資産管理収益 - 69

 その他 691 34

 営業外収益合計 838 367,599

営業外費用   

 支払利息 3,729 3,138

 為替差損 20,343 -

 支払手数料 11,096 52,228

 暗号資産評価損 18,100 -

 デリバティブ評価損 - 135,307

 その他 560 215

 営業外費用合計 53,830 190,889

経常損失（△） △293,468 △178,222

特別利益   

 自己新株予約権消却益 - 32,887

 特別利益合計 - 32,887

特別損失   

 課徴金 6,000 -

 特別損失合計 6,000 -

税金等調整前中間純損失（△） △299,468 △145,335

法人税、住民税及び事業税 809 817

法人税等合計 809 817

中間純損失（△） △300,277 △146,153

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △300,277 △146,153
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
　至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

中間純損失（△） △300,277 △146,153

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 17,045 34,290

 その他の包括利益合計 17,045 34,290

中間包括利益 △283,232 △111,863

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △283,232 △111,863
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
　至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
　至 2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純損失（△） △299,468 △145,335

 減価償却費 87 218

 為替差損益（△は益） 16,607 △2,484

 暗号資産評価損益（△は益） 18,100 △364,859

 受取利息及び受取配当金 △146 △151

 支払利息 3,729 3,138

 支払手数料 11,096 52,228

 売上債権の増減額（△は増加） 8,487 4,690

 前払費用の増減額（△は増加） △86 57,769

 未収消費税等の増減額（△は増加） 65,523 10,679

 棚卸資産の増減額（△は増加） 320 △635

 未収入金の増減額（△は増加） 1,034 5,752

 前渡金の増減額（△は増加） △5,500 -

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,764 △483

 その他 9,518 8,553

 小計 △168,931 △370,917

 利息及び配当金の受取額 146 151

 利息の支払額 - △3,138

 法人税等の支払額 △2,594 △1,672

 営業活動によるキャッシュ・フロー △171,379 △375,577

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 暗号資産の取得による支出 △387,199 -

 暗号資産の売却による収入 - 1,486,007

 有形固定資産の取得による支出 - △2,030

 差入保証金の差入による支出 - △357,021

 差入保証金の回収による収入 9,923 5,600

 その他 10 100

 投資活動によるキャッシュ・フロー △377,266 1,132,655

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,468,885 1,151,680

 短期借入金の返済による支出 - △795,600

 株式の発行による収入 - 485,304

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 112,639 -

 新株予約権の発行による収入 - 10,231

 その他 - △4,931

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,581,524 846,686

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,744 3,147

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,039,623 1,606,911

現金及び現金同等物の期首残高 136,130 192,468

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  1,175,754 ※１  1,799,379
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社グループは、前連結会計年度におきまして営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しま

した。また、当中間連結会計期間においても、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する中間純損失を計上してお

ります。これらの状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。

 
当該状況の解消に向け、当社は以下の施策を実施しております。

　・既存収益基盤の維持およびコスト管理

　・キャッシュ・フロー創出が期待される新規事業の推進

　・資金調達手段の多様化および財務基盤の安定化

　・暗号資産の資本効率向上

 
今後、AIソリューション事業においては、その中核となるAIDC事業において、データセンター容量及び電力容量の

確保、GPU設備の調達、データセンター環境の整備並びに顧客獲得に向けた協議を引き続き進めてまいります。また、

GPUサーバー及び関連機器の再発注に向けた候補取引先との条件協議及び関係書類の事前確認を進めるとともに、潜在

顧客との契約条件等に関する協議を継続してまいります。

AIゲーム事業については、「GYEE 1.0」の既存収益の維持に努めるとともに、「GYEE 2.0」HTMLテスト版の検証を

進め、追加コンテンツ及びゲーム内課金機能の段階的な導入を検討してまいります。

企業向けAIソリューション事業については、AI Solution及びWeb3関連技術サービス事業における軽資産型プロダク

ト化の検討を進めてまいります。

ウェルネス事業については、比較的安定したキャッシュフロー源として、店舗運営効率の向上、人材育成及びサー

ビス提供能力の拡大に取り組むとともに、新規顧客の獲得及びサービスメニューの拡大を進めてまいります。

また、暗号資産運用事業については、直ちに売却可能なETHの全量売却を完了しており、売却資金をAIDC事業、借入

金の返済及び運転資金に活用するとともに、担保として差し入れている3,050ETH及び資金調達取引について適切に管

理してまいります。

さらに、資本政策及び財務基盤の強化については、第三者割当による新株式等の発行及び外部借入等を活用すると

ともに、今後も事業進捗、資金需要及び市場環境等を踏まえ、適切な資金調達手段を検討してまいります。

 
しかしながら、これらの施策の実現可能性は市場環境や資金調達状況等に依存するため、現時点においては継続企

業の前提に関する重要な不確実性が存在しております。

なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性の影響を中間連結

財務諸表に反映しておりません。

 
(中間連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

当社の連結子会社GPT Pals Studio Limitedは、2026年4月13日付で、保有する3,050イーサリアム（ETH）を担保と

した資金調達の一環として、イーサリアム（ETH）をテザー（USDT）に交換するETH-USDTカラー契約（デリバティブ取

引）を締結しております。本件取引は、既存借入金の返済および財務構造の最適化を目的として実施されたものであ

り、当社の暗号資産の管理・運用方針の枠組みの中で行っております。

当社グループは、今後暗号資産を保有しない方針であり、本件取引に係るリスクや保有残高は、今後縮小・解消に

向かう見込みです。

 ETH-USDTカラー契約（デリバティブ取引）の概要は以下のとおりです。

（１）取引日：2026年4月13日

（２）借入金額：USDT 5,708,685

（３）満期日：2027年4月13日

（４）担保元本：ETH 3,050

この契約で、担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

暗号資産 -千円 1,197,653千円
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また、担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

短期借入金 -千円 908,811千円
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

役員報酬 29,697千円 26,085千円
給与手当 80,490千円 112,979千円

減価償却費 87千円 218千円

支払手数料 143,164千円 149,378千円

賃借料 45,236千円 49,669千円
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

現金及び預金 1,175,754千円 1,799,379千円

現金及び現金同等物 1,175,754千円 1,799,379千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2025年３月１日 至 2025年８月31日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

 該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、第三者割当による第12回新株予約権の一部行使を受け新株を発行いたしました。この結果、資本

金及び資本準備金がそれぞれ57,302千円増加し、当中間連結会計期間末においては資本金が3,614,861千円、

資本剰余金は3,197,676千円となっております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自 2026年３月１日 至 2026年８月31日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

 該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、2026年８月24日を払込期日とする新株式発行による増資を行いました。この結果、資本金及び資

本準備金がそれぞれ242,760千円増加し、当中間連結会計期間末においては資本金が4,779,036千円、資本剰

余金は4,361,851千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2025年３月１日 至 2025年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

中間連結
損益計算書
計上額
(注３)

AIソリュー
ション事業

ウェルネス
事業

計

売上高        

外部顧客への
売上高

63,990 73,485 137,476 - 137,476 - 137,476

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

- - - - - - -

計 63,990 73,485 137,476 - 137,476 - 137,476

セグメント利益
又はセグメント
損失（△）

△64,886 7,276 △57,609 △11 △57,621 △182,854 △240,476

 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△182,854千円は、全額各報告セグメントに配分してい

ない全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自 2026年３月１日 至 2026年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

中間連結
損益計算書
計上額
(注３)

AIソリュー
ション事業

ウェルネス
事業

計

売上高        

外部顧客への
売上高

36,113 73,405 109,518 - 109,518 - 109,518

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

- - - - - - -

計 36,113 73,405 109,518 - 109,518 - 109,518

セグメント損失
（△）

△200,497 △3,558 △204,055 - △204,055 △150,876 △354,932
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント損失（△）の調整額△150,876千円は、全額各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(金融商品関係)

デリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。

１．金融商品の時価等に関する事項

前連結会計年度（2026年２月28日）

 
連結貸借対照表
計上額（千円)

時価（千円) 差額（千円)

暗号資産デリバティブ取引 (79,375) (79,375) －

デリバティブ取引計 (79,375) (79,375) －
 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、( )で示しております。

 
当中間連結会計期間（2026年８月31日）

 
中間連結貸借対照表
計上額（千円)

時価（千円) 差額（千円)

暗号資産デリバティブ取引 (145,682) (145,682) －

デリバティブ取引計 (145,682) (145,682) －
 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、( )で示しております。

 
 なお、時価で中間連結貸借対照表に計上しているデリバティブの時価のレベルごとの金額について、前連結

会計年度の末日に比して著しい変動が認められます。

 
前連結会計年度（2026年２月28日）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

暗号資産デリバティブ取引 － (79,375) － (79,375)

デリバティブ取引計 － (79,375) － (79,375)
 

 
当中間連結会計期間（2026年８月31日）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

暗号資産デリバティブ取引 － (145,682) － (145,682)

デリバティブ取引計 － (145,682) － (145,682)
 

 
(デリバティブ取引関係)

対象物の種類が商品であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、

かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 商品関連

前連結会計年度(2026年２月28日)

 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
 (千円)

時価
 (千円)

評価損益
 (千円)

市場取
引以外
の取引

暗号資産予約取引     

 買建     

 　イーサリアム 131,202 ― △79,375 △79,375

合計 131,202 ― △79,375 △79,375
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当中間連結会計期間(2026年８月31日)

 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
 (千円)

時価
 (千円)

評価損益
 (千円)

市場取
引以外
の取引

暗号資産カラー取引     

 　ETH-USDTカラー契約 1,197,653 ― △145,682 △145,682

合計 1,197,653 ― △145,682 △145,682
 

 
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
　前中間連結会計期間（自 2025年３月１日 至 2025年８月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計AIソリュー
ション事業

ウェルネス
事業

計

　機器販売 2,040 － 2,040 － 2,040

　サロン － 55,668 55,668 － 55,668

　商材販売 － 15,524 15,524 － 15,524

　ロイヤリティ － 2,292 2,292 － 2,292

　ゲームサービス収入 61,950 － 61,950 － 61,950

　その他 － － － － －

顧客との契約から生じる収益 63,990 73,485 137,476 － 137,476

その他収益 － － － － －

外部顧客への売上高 63,990 73,485 137,476 － 137,476
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

 
　当中間連結会計期間（自 2026年３月１日 至 2026年８月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計AIソリュー
ション事業

ウェルネス
事業

計

　機器販売 － － － － －

　サロン － 58,156 58,156 － 58,156

　商材販売 － 14,323 14,323 － 14,323

　ロイヤリティ － 925 925 － 925

　ゲームサービス収入 35,913 － 35,913 － 35,913

　その他 200 － 200 － 200

顧客との契約から生じる収益 36,113 73,405 109,518 － 109,518

その他収益 － － － － －

外部顧客への売上高 36,113 73,405 109,518 － 109,518
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。
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(１株当たり情報)

1 株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年３月１日
至 2025年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 2026年３月１日
至 2026年８月31日）

１株当たり中間純損失（△） △6円54銭 △2円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千円） △300,277 △146,153

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純損失（△）（千円）

△300,277 △146,153

普通株式の期中平均株式数（株） 45,877,873 49,286,719

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

- -

 

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるた

め記載しておりません。

 
 
(重要な後発事象)

（資金の借入れについて）

　当社は、2026年９月９日開催の取締役会において、当社株主であるBlackwell Cloud Co., Limitedとの間で金銭消

費貸借契約を締結し、USD2,600,000（約398,684千円）を借り入れることを決議し、2026年９月10日に借入れを実行い

たしました。

　本借入れの利率は年2.5％、返済期限は2027年12月31日であり、AIDC事業におけるデータセンターの構築、GPUサー

バー及び関連設備の調達等、AIDC事業の立ち上げに必要な資金に充当するものであります。

 
（GPUサーバー等の取得に係る契約の合意解除及び支払金の返還について）

　当社は、2026年９月７日付の取締役会書面決議において、日本の関東圏内に本拠地を置くAIインフラ製品の販売・

構築・運用支援を営む事業会社1社との間で、GPUサーバー及び関連機器の取得に係る売買契約を締結し、同年9月10日

に初回支払金USD8,300,000を支払いました。

　しかしながら、その後、本件取得先において供給数量及び納期等に関する不確定な状況が生じたため、両社で協議

した結果、同年９月18日付で当該契約を合意解消いたしました。同年9月24日付で初回支払金USD8,300,000の全額返還

手続が行われ、その後入金を確認しております。

　本件契約の解消に伴い、当社のAIDC事業及びGPUコンピューティング基盤の構築を推進する方針に変更はありませ

ん。なお、本件解消に伴う違約金等の発生はなく、翌事業年度の連結業績に与える重要な影響はありません。

 
（子会社借入金の肩代わり返済）

　当社は、2026年9月1日開催の取締役会決議に基づき、2026年9月2日付で、完全子会社であるコンパスクラウドAI

ジャパン株式会社がRubin Tech Inc.より借り入れていた借入金について、同社に代わり全額返済いたしました。

　1．返済した借入金の概要

完全子会社コンパスクラウドAIジャパン株式会社のRubin Tech Inc.に対する借入金

　2．返済金額

　USD 1,500,000（約240,435千円）

　3．返済日

　2026年9月2日

　4．返済資金の原資

　2026年8月31日付で当社グループが保有する暗号資産の一部を売却して得た資金

　5．損益への影響

　本件返済に伴い、第3四半期連結会計期間において現金及び預金並びに借入金が同額減少いたしますが、当連結会計

年度の損益に与える影響は軽微であります。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2026年10月13日

クオンタムソリューションズ株式会社

取締役会 御中

 

監査法人アリア

東京都港区
 

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士 茂　木　秀　俊  
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 山　中　康　之  

 

 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクオンタムソ

リューションズ株式会社の 2026年3月１日から2027年2月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年3月１日

から2026年8月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、クオンタムソリューションズ株式会社及び連結子会社の2026年8月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度において営業損失、経常損失、親会

社株主に帰属する当期純損失、営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスを計上し、当中間連結会計期間において

も、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する中間純損失、営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスを計上し

ている。これらの状況より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性

が認められる理由については当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結
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財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー　

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　 上

 
 

(注) １．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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